
 

        
 

 

 

 

 

企業には消費者・取引先企業等、さまざまな利害関係を持つ人々がいます。 

ひとたび、企業不祥事が発生すると刑事責任・民事責任はもちろん社会からも厳しいペナル

ティーを受けます。このような時代だからこそ、法令遵守が求められています。本講座では、

法律の体系を示しつつ、ビジネスに関係する法律をとりあげ、その原理や考え方のポイントを

実務に即して説明する検定試験対応の養成講座です。 

自己啓発の一環として、また、企業の期待に応えうる能力形成のためぜひご参加ください。 

 

ビジネスにおいて業務のリスクを察知し、法的にチェックし、問題点を解決に導くコンプラ

イアンス能力は法務部門に限らず、全てのビジネスパーソンにとって必要不可欠な能力です。

そのための基礎となる実践的な法律知識を体系的・効率的に学ぶことができるのがビジネス実

務法務検定試験®です。 
                

  開催日時  平成２３年９月２２日(木)～１２月７日(水)  (
．
日程は
．．．

裏面
．．

を
．
参照
．．

してください
．．．．．．

)
．
   

 

  開催場所  長浜商工会議所２階中ホール      

          長浜市高田町 10-1 TEL 0749-62-2500 

 

  講   師  長浜法律事務所 弁護士 薮下貴幸氏 

  

  教 材 類  東京商工会議所編 ビジネス実務法務３級検定試験 公式テキスト 2011 年度版 

          発行所 東京商工会議所  発売元 中央経済社  

          東京商工会議所編 ビジネス実務法務３級検定試験 公式問題集 2011 年度版 

          発行所 東京商工会議所  発売元 中央経済社  

          ※小六法全書は、各自でご用意下さい。 

 

  定   員  先着 1０名  

           

  受講料       １０，０００円(テキスト代含む) (会議所会員・学生) 

  (税込み)              （学生の方は、申込時に学生証など確認できるものをご提示ください） 

  １５，０００円(テキスト代含む)  (非会員) 

(一度納めた受講料は返還できません、ご注意願います) 

                

  お申込先  長浜商工会議所    

  お問合先  TEL 0749-62-2500 ＦＡＸ 0749-62-8001 

            

主 催  長 浜 商 工 会 議 所   

 

ビジネス実務法務３級検定対応講座 

 



ビジネス実務法務３級検定対応講座 
専門の弁護士による３級検定試験対応の講座を受講してみませんか。専門の講師で合格を

目指します。 

 

日程(予定) 全１２回コース 

回数 日程 回数 日程 

1 9/22(木) 7 11/2(水) 

2 9/28(水) 8 11/9(水) 

3 10/5(水) 9 11/16(水) 

4 10/12(水) 10 11/24(木) 

5 10/19(水) 11 11/30(水) 

6 10/ 26(水) 12 12/7(水) 

 

 

 

講義時間  午後
．．

 ７時００分
．．．．．

～午後
．．

 ９時００分
．．．．．

 

                 (
．
休憩時間は講義内容によって異なります
．．．．．．．．．．．．．．．．．．

)
．
  

 

第 30 回ビジネス実務法務検定試験（１２月１１日（日）実施）３級合格を目的とした、

試験対応の養成講座を行います。公式テキストを使用して講座を進めます。検定試験本

番に備えます。 
 

 

 

 

 

 

                                   平成２３年   月   日 

長浜商工会議所 中小企業相談所 行 

FAX  0749-62-8001 

事業所名 
 ＴＥＬ  

ＦＡＸ  

参加者氏名（フリガナ） 
住 所  

 

 E-mail  

会員照会 会 員 ・ 学 生 ・ 非会員 

長浜商工会議所 中小企業相談所 TEL  0749-62-2500  FAX  0749-62-8001  担当 國友  

※本申込書にご記入いただいた個人情報につきましては、会議所で開催する研修・セミナーに関する

連絡、各種情報提供のみに使用致します。 

【講座内容】 

・ビジネス実務法務の法体系 

・取引を行う主体(権利・義務の主体、会社の仕組み) 

・法人取引の法務 
(契約、売買契約、売買以外の契約形態、取引の決済、契約に

よらない債権・債務の発生、ビジネス文書の保存・監理) 

・法人財産の管理と法律 
 (法人の財産取得に関わる法律、法人財産の管理と法律、知的

財産権) 

・債権の管理と回収 (通常の債権の管理、債券の担保、緊

急時の債権の回収) 

・企業活動に関する法規制 (取引に関する各種法規制、ビ

ジネスと犯罪) 

・法人と従業員の関係、ビジネスに関連する家族法 


